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会 議 概 要  

会議の名称 平成 31 年度第１回つくば市情報公開・個人情報保護審査会 

開催日時 平成 31 年４月 12 日 開会 10:00   閉会 11:50  

開催場所 つくば市役所 ５階 庁議室 

事務局（担当課） 総務部総務課 

 

出 

席 

者 

委員 

 

磯山委員、中島委員、中田委員、水町委員、 

横田委員（会長） 

事務局 

 

藤後総務部長、吉沼総務部次長、中泉総務課長、 

中村課長補佐、渡邉課長補佐、石渡係長、大下主事、 

田中主事 

公開・非公開の別 □公開 ■非公開 □一部公開 傍聴者数      ― 

非公開の場合はそ

の理由 

 

つくば市情報公開・個人情報保護審査会条例第 14 条に規定

する審査請求に係る事項について審査会の行う調査審議の

手続のため 

議題 

 

下記の諮問に関する調査審議について 

平成 31 年(2019 年)２月５日付け 30 教総第 869 号諮問 

平成 31 年(2019 年)２月５日付け 30 教総第 870 号諮問 

平成 31 年(2019 年)２月５日付け 30 教総第 871 号諮問 

会議録署名人  確定年月日 平成  年  月  日 

会

議

次

第 

１ 開会 

２ 会長の選出について 

２ 座長の選出について 

４ 審議案件について 

５ 閉会 
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会 議 概 要  

会議の名称 令和元年度第２回つくば市情報公開・個人情報保護審査会 

開催日時 令和元年 10 月 17 日 開会 10:00   閉会 12:30  

開催場所 つくば市役所 ３階 301 会議室 

事務局（担当課） 総務部総務課 

出 

席 

者 

委員 横田委員（会長）、磯山委員、関委員、中島委員、中田委員 

事務局 吉沼総務部次長、中泉総務課長、中村課長補佐、高橋主任、田中

主事、木田主事 

その他 教育局：大久保教育局次長 

教育総務課：貝塚課長、宇津野係長 

元教育指導課：伊藤課長補佐 学校関係者 3 名 

公開・非公開の別 □公開 ■非公開 □一部公開 傍聴者数      ― 

非公開の場合は

その理由 

つくば市情報公開・個人情報保護審査会条例第 14 条に規定する審

査請求に係る事項について審査会の行う調査審議の手続のため 

議題 

 

下記の諮問に関する調査審議について 

平成 31 年(2019 年)２月５日付け 30 教総第 869 号諮問 

平成 31 年(2019 年)２月５日付け 30 教総第 870 号諮問 

平成 31 年(2019 年)２月５日付け 30 教総第 871 号諮問 

会議録署名人  確定年月日 平成  年  月  日 

 
会
議
次
第 

１ 開会 

２ 審議案件について 

３ 閉会 
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会 議 録 

会議の名称 第３回つくば市情報公開・個人情報保護審査会 

開催日時 令和２年１月16日  開会10:00  閉会12:00  

開催場所 つくば市役所 コミュニティ棟３階 会議室Ａ 

事務局 総務部総務課 

出 

席 

者 

委員 磯山 貴洋、川島 宏一、関 和也、中島 孝、中田 勝也、

横田 由美子 

事務局 

 

藤後総務部長、中泉総務課長、中村総務課長補佐、高橋主任、

田中主事、木田主事 

特定個人情報 

保護評価書担 

当課 

市民税課：髙野市民税課長補佐、川津係長 

情報政策課：廣瀬課長補佐、家中係長、幕田主任、金塚主任 

ワークライフバランス推進課：三輪主任、水谷主任 

資産税課：海野原課長補佐、小金澤主査 

公開・非公開の別 □公開 □非公開 □一部公開 傍聴者数 ０名 

非公開の場合はそ

の理由 

 

議題 

 

特定個人情報保護評価書に関する第三者点検 

（１）個人住民税の賦課に関する事務（重点項目評価書） 

（２）固定資産税台帳に関する事務（重点項目評価書） 

会議録署名人  確定年月日 令和２年 ２月 17日 

会

議

次

第 

１ 開会 

２ 座長の選出について 

３ 特定個人情報保護評価書に関する第三者点検 

  (１) 個人住民税の賦課に関する事務（重点項目評価書） 

(２) 固定資産税台帳管理に関する事務（重点項目評価書） 
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４ その他 

５ 閉会 

１ 開会  

事務局：それでは、ただいまから第３回つくば市情報公開・個人情報保護審査会

を開催いたします。本日はお忙しいところ、御出席いただきありがとうござい

ます。進行させていただきます総務課の中村です。よろしくお願いいたします。

まず、はじめに、総務部長の藤後から挨拶を申し上げます。 

総務部長：【総務部長から挨拶】 

事務局：本日の審査会ですが、各課から諮問された番号法に規定する特定個人情

報保護評価についての第三者点検及び審議をお願いいたします。今回は、特定

個人情報保護評価書の全項目評価書、重点項目評価書計８件のうち、重点項目

評価書２件についての、記載事項の点検及び審議となります。次第に従って進

めまして、正午の終了を予定しております。限られたお時間ではありますが、

よろしくお願いいたします。また本日の資料につきましては、これまでに配布

したものから変更があったものもございましたので、机上に配布させていただ

きました。不足しているものがございましたら、お申しつけください。 

それでは、早速ですが、次第の２「座長の選出」及び次第の３「特定個人情

報保護評価書に関する第三者点検及び審議」に移らせていただきます。まず始

めに、つくば市情報公開・個人情報保護審査会条例第６条第３項により、座長

は事案ごとに委員の互選によって定めることとされているため、特定個人情報

保護評価書に関する第三者点検に関して共通の座長を選出したいと思います

が、どういたしましょうか。 

 (「横田委員」との声あり。一同賛成。) 

事務局：座長は横田会長にお願いします。 

会長：承知しました。座長は、私が行うこととします。 
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事務局：それでは、以降の議事進行は座長の横田会長にお願いいたします。席の

御移動をお願いいたします。 

２  審査案件 

会長：ただいまから、第３回つくば市情報公開・個人情報保護審査会を開きます。

本日の委員の出席数は「６名」であり、本審査会の開催要件である委員数７名

の半数以上の出席を満たしており、会は成立しております。 

まず、この会議の公開、非公開についてですが、本審査会は、「つくば市附

属機関の会議及び懇談会等の公開に関する条例第４条」に規定する非公開とす

ることができる会議に該当しないため、配布資料及び会議録も含め公開として

進めてまいります。しかし、審議の中で必要と認められる場合には、会議を一

部非公開にする場合があります。 

それでは、配布された資料に沿って評価書の点検を行っていきたいと思いま

す。まず、事務局から評価書の点検前の説明をお願いします。 

【点検方法について説明】 

事務局：総務課田中です。説明させていただきます。 

評価書の点検の前に、机上に配布いたしました資料について説明をさせてい

ただきます。 

まず、資料の１、資料の２を御覧ください。今後の審査会の日程について説

明させていただきます。まず、資料１ですが、特定個人情報保護評価に関する

審査会は、記載のとおり、第６回までを予定し、第７回として予備日を設定さ

せていただいております。それぞれの回での対象評価書は右側の欄に記載させ

ていただいておりますが、各回の審議の進捗状況によって変更となる場合があ

りますので御了承ください。また、日程及び会議室の場所が当初通知した後に

変更となっております。今後の日程については、この日程及び会議室の場所と

なりますので、よろしくお願いいたします。 

次に資料の２－１、２－２ですが、今回は、しきい値判断の結果、５年経過
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前の再実施の事務が６つ、新規に全項目評価となった事務が１つ、重点項目評

価となった事務が１つの全部で８つの事務について、点検・審議いたします。 

次に資料３の説明をいたします。この審査会での第三者点検における審査の

観点についてです。適合性、妥当性の２点から点検・審議を行うこととしてい

ますが、適合性については、審査会前に総務課において審査をして、審査会に

臨んでおります。この審査会では、主に妥当性について、事務の内容の記載や、

リスク対策について点検・審議をお願いいたします。 

続いて、資料４を御覧ください。こちらは、特定個人情報保護評価書の公開

までの流れとなります。特定個人情報を扱う事務について、特定個人情報保護

評価書案を各担当課が作成し、本審査会へ諮問します。審査会では、評価書に

ついて、点検・審議し、審査会の答申をまとめ、担当課に送付します。担当課

では答申を踏まえ、評価書を修正、確定します。その後、総務課にて個人情報

保護委員会に評価書の提出を行い、ホームページ上に公表することになりま

す。 

次に資料５ですが、第三者点検報告書となります。委員の皆様には、この報

告書に評価、意見を記入していただき、審査会後に提出をお願いいたします。

基本的には、１つの事務につき、両面１枚となっていますが、全項目評価につ

いては２枚にわたっています。 

次に、参考資料についてです。参考資料１が前回の答申となっており、参考

資料２が、答申を受けた後の担当課の対応状況となっています。 

参考資料１の答申についてですが、前回の答申は、全部の事務をまとめて答

申としていますが、今回につきましては、新規の評価書と再実施の評価書が存

在いたしますので、評価書ごとに答申を作成していただきたいと考えておりま

す。また、答申の形式は、前回と同様としたいと考えております。 

座長：答申の形式については委員の皆様、御理解いただけましたでしょうか。少

し説明が早かったと思いますが、いかがでしょうか？前回は参考資料１のよう
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に、まとめて審査会の結論ということで、別紙を付けた上で答申としています

が、今回は、一つ一つ答申をまとめていきたいということですが、いかがでし

ょうか。形式について、委員の御意見、あるいは御質問がある場合がある場合

にはお願いします。 

川島委員：一つ確認ですが、委員の評価で二重丸とか三角とかがあって、委員の

付言があって、それらに対して、それぞれの事務の担当が取扱いを修正された

後のものが最終審査会の決となるということなのでしょうか。 

事務局：前回の答申といたしましては、全体を通して、おおむね問題がないとし

て、別紙として委員からの意見を付けています。これをひとまとめとして、答

申としています。 

座長：今の川島委員の質問は、委員の意見に対する対応を書いたものを答申とす

るのかと聞いていますが、その点はいかがですか。 

事務局：参考資料２-１を御覧ください。委員の意見を基にこのように修正をし

ましたということを審査会に報告をさせていただきます。 

座長：ということは、答申の内容ではない、ということですか。 

事務局：答申を出した後に、こちらを報告させていただきます。 

座長：ということでよろしいでしょうか。 

川島委員：分かりました。答申というのは、あくまでこの審査会の最初の段階で

示していただいているものに対してのもの・・・ 

事務局：それを答申としているということです。それを受けて改善する必要があ

るものは改善をしていくということになります。 

川島委員：では、対応というのは、答申の前提ではないということですね。 

最初の段階で１回目に示された資料が答申の対象で、やり取りはないというこ

とですね。 

事務局：そうなります。 

川島委員：分かりました。 
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座長：そのほかに御質問、御意見はありますか。ないようなので、それでは、続

けて説明をお願いします。 

事務局：総務課の中泉です。どうぞよろしくお願いいたします。それでは、この

後個人住民税の負荷に関する事務、固定資産税台帳管理に関する事務について

市民税課、資産税課からそれぞれ説明をいたします。共通事項及び資料の見方

については事務局から説明いたします。説明の中での御不明点については御遠

慮なく御質問いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

事務局：担当課の説明資料は赤色のファイル、評価書は、緑色のファイルになり

ます。この資料を委員の皆様に配布後に担当課から訂正がありましたので、訂

正後の説明資料及び評価書を机上に配布しておきました。変更点は、マーカー

で表示していますので、御確認ください。 

また、委員の皆様の評価や御意見は、第三者点検報告書、今回は、資料５－

２、５－１、５－３に御記入ください。 

この報告書については、審査会の後に、メール又は紙で次の審査会の前日１

月21日の正午までに提出をお願いいたします。 

御記入いただく報告書は、評価書と対応しており、左から２列目の「評価書

記載部分」の欄に評価書の該当部分の記載がありますので、御確認いただけれ

ばと思います。以上で、説明を終了させていただきます。 

座長：記載の仕方は御理解いただけましたが。資料の１、２、３を使って、評価

のところで、○、×を記入するということですか。 

事務局：評価は３段階で○、×、△となります。 

座長：そして、個人の意見を書くということでよろしいですね。提出は、委員会

後ではなくて、21日までに提出ということですね。 

事務局：それでお願いします。 

座長：そのほか御質問、確認事項などがございましたらお願いします。 

中島委員：提出方法はどのようにすればよろしいですか。 
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事務局：提出につきましては、事務局のメールアドレスgen020から始まるメール

アドレスに送付してください。 

中島委員：ＰＤＦで送るのですか。 

事務局：ＰＤＦ、もしくはエクセルを事前に送付しておりますので、そちらのエ

クセルに記入していただいて、提出いただく形でも結構です。 

川島委員：念のため、メールでのやり取りが適切かどうかを確認した方がいいか

もしれません。この内容が多くの場合、メールのやり取りで許されるような情

報であるかどうかについては、今回個人情報に関するものなので少し慎重にな

った方がいいと思います。この報告書に個人情報が含まれているとは思いませ

んが、ちょっとだけ気にかかりました。 

座長：事務局としてはいかがですか。 

事務局：こちらの方は、評価書に対する評価になりますので、この中には個人情

報は含まれておりませんので、メールでのやり取りは問題ないと考えておりま

す。 

座長：慎重に対応するという御主旨でよろしいでしょうか。ありがとうございま

した。 

 それでは、評価書の点検に進みたいと思います。 

 まず、「個人住民税の賦課に関する事務 重点項目評価書」について、担当課

から御説明をお願いします。 

【対象事務の説明：個人住民税の賦課に関する事務】 

■市民税課：市民税課の課長補佐の髙野と申します。係長の川津です。よろしく

お願いいたします。 

それでは、個人住民税の賦課に関する事務の特定個人情報保護評価重点項目

評価書について御説明いたします。 

  まず、市民税課の業務の概要について説明し、リスク対策については情報政

策課、また、新たに評価書にＡＩ-ＯＣＲを追加しましたので、これについて
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は、ワークライフバランス推進課からも続いて説明をいたします。 

（概要説明資料に基づき説明） 

ワークライフバランス推進課：今の説明に対する御質問等はございますか。 

川島委員：１点だけよろしいでしょうか。神奈川県が個人情報の入ったハードデ

ィスクを物理的に破壊しなかったという問題があったので、５日間で自動的に

削除されるという点の確実性、信頼性を、市役所としては、どのように監視す

るのか、ということを一度議論しておいた方がいいと思います。５日間で削除

されるということを明確に、委託先事業者の責任の下で確実に廃棄されている

のかどうかを確認する必要が市にはあると思います。もうひとつは、ＡＩの機

能を考えたときに、ただ単に、市役所内の個人情報が、市役所のシステムの中

で判断されて、判断結果が、戻ってきて、最終的に個人情報は確実に廃棄され

るという考えであれば、従来のシステムとあまり変わりがないのだが、ＡＩの

場合には、崩れた文字が市役所(クラウド)のシステムの学習材料として蓄積さ

れることもあるので、契約上の５日間で削除という意味が、どういう意味なの

かしっかり確認する必要があると思います。つまり、読みととられた文字１つ

１つが個人情報とは思いませんが、名前と住所がセットで紐づけされた状態

で、ＡＩの学習データとして残ってしまうというのは気になるので、ＡＩであ

るがゆえに、どのデータがどのようにAI側に蓄積されるのか、そのことは個人

情報保護上問題ないのかということを含めて、これまで確保してきた水準と同

等以上の信頼性を確保すべきだと思いますので、そこはどうなっているのかと

いう懸念があります。 

ワークライフバランス推進課：まず、５日間というのは、約款上定められている

ものになるので、契約上は問題はないが、ＡＩがどうやって享受データを持つ

かということについては、事業者側に確認して後日回答いたします。 

川島委員：向こう側に何らかのデータが残ると思います。個人情報として決して

復元されない状態を確保している、個人のプライバシーには関わりがある情報
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は保持しないということを契約上宣言できていればそれでいいと思います。そ

の辺を、機械的に、確実に保障されているということを確認する責任があると

思う。 

座長：では、後日回答をお願いします。他に御意見はございますか。 

磯山委員：一般的な書き方について質問させていただきたい。私たちが作るのは

ここに記入するということですよね。評価書のⅠの②というのが、一番最初に

ありますが、これは具体的には、どの部分でしょうか。資料１のＡＩ-ＯＣＲ

のパターンでいうと。評価書でいうと、どの部分でしょうか。 

事務局：ＡＩ-ＯＣＲについては、全４つの事務に含まれるものになり、完全新

規のものになります。報告書を別途用意させていただいています。評価書１-

２でいうと、ＡＩ-ＯＣＲに付属させていただいています評価書の抜出しの部

分につきまして、評価書１-２は基本情報の特定個人情報ファイルを取り扱う

事務において使用するシステムにＡＩ-ＯＣＲの記載がございます。この内容

について記載していただければと思います。 

磯山委員：評価書Ⅰの②と書いてありますが、Ⅰの２項の②ということですか。

２項が抜けているのでしょうか。 

事務局：Ⅰの２項は特定個人情報ファイルを取り扱う事務において、１から最大

20までシステムが並んでいる状態になります。この中のシステムの１つとして

②と記載がありますが、基本情報の２番を指します。申し訳ございません。 

磯山委員：２項全体をここで書いてくれということですね。わかりました。もう

一つ、この概要も公表されるのですよね。 

事務局：つくば市では概要も、ホームページに公表することになっています。 

磯山委員：評価書単体で見たときの評価か、概要を合わせた評価か。 

事務局：評価は評価書自体の評価になる。 

座長：ＡＩ-ＯＣＲについての質問はありませんか。では、次をお願いします。 

事務局：次にリスク対策について説明させていただきます。各課に共通するリス



様式第１号 

10 
 

ク対策については、情報政策課が説明します。 

情報政策課：情報政策課幕田です。リスク対策について説明します。 

【リスク対策についての説明】 

座長： ありがとうございました。評価書の内容などについて質問や確認事項等

がございましたらお願いします。 

川島委員：５点あります。セキュリティ研修が非常に重要だと思いますが、研修

の質について、一人一人の職員がどれだけ個人情報の取扱いについて高いリス

ク意識と具体的な最新の知見を受けているのかということについては、研修自

体の質を確保する必要があると思いますので、それについて実質的な説明が必

要だと思います。２点目は、委託について相手方がセキュリティポリシーを守

っているかどうか、当然にそうだと思うが、一旦破られれば、その時の損害は

莫大で、セキュリティポリシーが守られていなかったと思いませんでした、で

は済まされない。罰則の度合い、違約金の度合いまでしっかりと確認して、き

っちりと守らなければいけない状態まで責任を持つ必要がある。３点目は、正

確には聞き取れなかったのですが、個人情報及びデータを他の課に移行すると

きに、担当課の課長が許可すると思うが、その時のログを取っておくことが必

要だと思う。個々の判断を誰がいつ誰に対して行ったのかについて、その根拠

とともに危篤が残っていることが重要であるので、ルールがあることだけでは

なくて、ルールが守られていることが記録されている信頼性が必要だと思いま

す。中間サーバーのところでセンシティブな情報が移動等しないとおっしゃっ

たが、どこからどこまでという判断がしっかりしていないと情報が漏えいして

しまうことがあるので、どこからどこまでが本当にセンシティブかということ

については、厳格に説明する必要があると私は思います。 

  最後にもう一点ですが、データの消去に関しての最後の説明のところで、こ

ちらの説明では、「又は」になっていたので、「又は」と「及び」では、決定

的に違うので、「消去ソフト及び物理的破壊」を「及び」でしっかりとやって
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いくことは過剰な場合もあるとは思います。この点は、コストや手間がかかる

ので、本当に「及び」ならば、そのように書いてください。 

座長：今の御意見、御質問に対してお願いします。 

情報政策課：一つ一つに対してのコメントになりますが、研修の質につきまして、

川島委員が懸念されていたとおり新規採用職員や臨時職員については、内部の

職員が研修講師としてやっているので、専門性が高い、有識者の方を呼んでの

研修ではないので、質という点では、職員も異動等もありますので、引継ぎは

きちんとするにはしてもバラバラな部分も出てきてしまうと思いますので、今

後どのように研修の質を確保していくかは、考えていきたいと思っています

が、課長級の研修や、情報担当者向けの研修については、外部の研修に参加す

る機会を設けたり、情報セキュリティスペシャリストの資格を持った人に研修

講師に来ていただいたりしておりますので、ある一定職層以上の研修について

は、ある程度の質は確保されていると考えております。２点目になりますが、

委託先のセキュリティの契約内容についてですが、罰則、違約金等の部分まで

突っ込んでは契約書の内容については書いていない状態になっておりまして、

あるとすれば、損害賠償等の項目くらいはある状態にはなっているのですが、

さすがに、いくらになるとかその規模までは書けていない部分がございます。 

川島委員：私もそこのところは、知見があるわけではないのですが、通常では、

抑止効果が本当にあるかどうかが不確かなので、そこの厳格な検討と措置を考

えられた方が良いのではないかと思っただけです。 

情報政策課：もう少し検討したいと思います。３つめのアクセス許可のログにつ

いてですが、データ利用申請を行った時の話ですが、こちらは、口頭での許可

ではなくて、しっかりと関係各課で起案し、各所属長が決裁したという記録を

システム上残しておりまして、そちらで担保されているので、懸念されている

事象は、ここでは問題ないかと考えております。情報主管部署が最終的にデー

タのシステム権限の付与を行うのですが、その処理もきちんと書類のやり取り
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がされたことを確認の上でしかやらないので、そこの質は確保されていると思

います。４つ目の自動応答のセンシティブな情報について、どこからどこまで

を考えておく必要があるのかということについてですが、こちらは今のとこ

ろ、担当課の運用に任せているところがあるのですが、主な内容として考えら

れるとすれば、ＤＶ等の被害者から申出があった場合について担当課で問題が

ないかを確認した上で、応答するという対応をとっておりますので、外に自動

で応答してしまうとまずいかどうか、という判断を担当部署の方で個別に判断

をしていただくということになっているのですが、一応、ＤＶ等の情報につい

ては、システムにその方のそういった相談があったということを入力できるよ

うな状態になっているので、ある一定レベル以上の対策は庁内でとられている

かなと考えております。ただ、統一的な基準があるか、というわけではござい

ませんので、今後必要に応じて検討していく必要があるかな、と感じました。

５つめのデータ消去についてですが、こちらは資料が誤っていたので、「及び」

に確実に直していくのですが、磁気リスク等を消去する場合の話ですが、特定

の機械を購入しておりまして、磁気的にまず、破壊する、という形で、物理的

な破壊ではないのですが、磁気情報をバラバラにするような電子レンジのよう

な機械がございまして、そちらをまず１回通します。そしてその後、情報政策

課の職員が責任をもって産業廃棄物業者に持っていって、目の前で破壊を確認

するという行為をとっておりますので、確実に消去はされていると形ではある

のですが、書き方がまずかったので、修正させていただければと思います。以

上になります。 

座長：ありがとうございました。その他に何か御意見、御質問はございませんか。 

磯山委員：また、全体的な話になるかもしれませんが、書き方の話になるのです

が、今回、住民税と固定資産税ですが、共通する部分があると思うが、同じこ

とを表現方法が違っている所があるが、これは、あえて変えているということ

ですか。例えばですけれど、最後の方の 10 番、11 番はほぼ同じ形で書かれて
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いると思うのですが、その前の９番は、だいたいは同じようなことが書かれて

いるとは思うのですが、書き方が変わっていると思いますし、もっと細かな話

で言うと、項目の書き方の所が、点や括弧で書かれていたりなど、統一されて

いないと思います。見比べをした時によく分かりにくいと思うんです。これは、

課のレベルではなく、市全体のレベルの話になってくるのかもしれませんが、

こういった所は、あえて分けているということでしょうか。共通している部分

とオリジナルで書かれている部分があるので、どういう形で、そのあたりを分

けているのか、聞きたかったのですが。 

事務局：リスク対策の部分については、基本的に共通した部分を情報政策課が作

成し、各課にお渡ししています。各課の方で、より力を入れている部分、若し

くは、書き方がふさわしくないと判断されている部分については、各課等で書

き替えを行っている部分もありまして、その場合につきましては、今後の説明

等でも、特に力を入れている部分として説明をしてもらおうと思っています。

このように、各課で独自に書き換えている部分については、統一されていない

場合もあります。 

磯山委員：単純に見比べした時の話になってしまうのですが、こっちでは書いて

あって、こっちでは書いてないと、それはやっていないのかな、という考えに

なってしまうのかな、と思うので、恐らく、やっている方が多いでしょうから、

共通の部分に関しては書いて、オリジナルの部分については追加で書くとか、

表現方法を考えていただいた方が、もしかしたら分かりやすいかもしれないで

す。 

座長：今回のこれを変えるわけにはいかないのでしょうか。今後変えるというこ

とでしょうか。 

事務局：今回の審査会の答申を踏まえまして、そのような変更等も検討していた

だきます。 

中田委員：これまでの話とかぶってしまったら大変申し訳ないのですが、ＡＩ-
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ＯＣＲの報告書の５-１ですが、評価書の書き方が違うんじゃないかという意

見があったと思うのですが、ＡＩ-ＯＣＲの方の評価書のリスク対策の部分は

どこを見ればいいのでしょうか。 

事務局：それぞれの記載部分につきまして、このような視点で意見をいただきた

いというふうに思っております。 

中田委員：分かりました。このシステムについて書いているかということを見れ

ばいいということですね。分かりました。 

座長：そのほかにございませんでしょうか。それでは、今の点も踏まえて、可能

な限りで報告書に記入をお願いします。それではこれ以上御質問等がなけれ

ば、この事務について審査会での答申をまとめるということですが、審査会の

結論として、適合性と妥当性についての答申ということなんですが、これにつ

いて大きくということでしょうか、御意見がありましたらお願いします。 

川島委員：ＡＩ-ＯＣＲと個人住民税についてでしょうか。 

座長：この２つに関してです。 

川島委員：基本的なことで申し訳ないのですが、資料３で、今回は妥当性の審査

ということですね。妥当性の審査については、そこにポツが色々あって、リス

クを軽減させるための措置の実施に責任を負うことができるか、とか、特定個

人情報保護評価の対象となる事務の内容の記載は具体的か、当該事務における

特定個人情報の流れを併せて記載しているか、特定個人情報ファイルを取り扱

うプロセスにおいて特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスク

を、特定個人情報保護評価の対象となる事務の実態に基づき、特定しているか、

などそれぞれあるのですが、今の評価というのは、それぞれ審査した上で、問

題があるかどうかということを、この場で言わなければならないのでしょう

か。気になったのは、これを後で提出するということを言われていて、それぞ

れ委員が○×をつけて、委員全体のものをまとめると思うのですが、まだ、評

価をしていない状況で全部の評価をしてもらいたいというのはプロセスとし
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て、そこまでやって大丈夫でしょうか。 

事務局：今、御指摘いただいた件につきまして、手順の方を変えさせていただき

まして、いただきました委員の意見を集計させていただきまして、その上で、

審査会の答申とさせていただきたいと思いますがいかがでしょうか。 

座長：そういうことで、今回は結論的なことはやらないで、２１日までに色々と

御意見をいただいた上で、それを踏まえてその結論としてはどういう風に進め

ていきましょうか。妥当性について、誰が判断するのでしょうか。 

事務局：妥当性につきましては、次回以降の審査会において意見を集計、しまと

めたものを答申として審議していただきたいと思います。 

座長：分かりました、川島委員、よろしいでしょうか。 

川島委員：はい、分かりました。 

座長：今日は、答申については、決めないで、次回、今回のことについて意見

をもらった上で、今回の妥当性について結論、答申を出すということで、よ

ろしいですね。そのようにしたいと思います。 

次に固定資産税台帳管理に関する事務について、担当の資産税課から説明を

お願いいたします。 

資産税課：資産税課課長補佐の海野原と申します。本日は、固定資産税（都市計

画税）に関する事務につきまして、Ａ４縦長の概要書と、Ａ４横長の評価書に

のっとって御説明申し上げます。資産税課の小金澤と申します。説明いたしま

す。 

（概要説明資料に基づき説明） 

座長：ありがとうございました。ただいま資産税課から説明がありましたが、質

問や確認事項などありましたら、お願いします。 

川島委員：概要書の方で、誰の個人情報かというところで、「本市及び本市以外

の固定資産の所有者」とありますが、これは違いますよね。 

資産税課：「本市に固定資産を有する本市又は本市以外の所有者」です。 
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川島委員：訂正をお願いします。また、繰り返しになってしまいますが、委託、

再委託に関してのセキュリティ管理体制のところですが、書面上だけのこと

で、通常これでよしとされてきたのですが、最近、それでも漏えいが起きてい

るので、罰則が適切かどうかは分かりませんが、適切な抑止効果が本当に契約

にはあるのかどうか、慎重な検討が必要だと思います。もう一点は、茨城電算

センターという名前がしばしば出てきていて、遠隔地にあって、遠隔地との間

で、特定個人情報がやり取りされているということがあって、このネットワー

クは、セキュリティは確保されていることはまず間違いないと思うのですが、

これが評価書の中でもしっかりと書かれていて欲しいと思いました。以上で

す。 

座長：指摘に対してお答えいただければと思います。 

資産税課：１点目の概要書の８ページの所の誰の個人情報か、の部分ですが、「つ

くば市に固定資産を有する本市又は本市以外の所有者」に訂正させていただき

ます。２点目のセキュリティの罰則については、情報政策課の指導のもと、修

正させていただきたいと思います。３点目の茨城計算センターとのやり取りの

中で、ネットワークがどうなっているのか、セキュリティが確保されているの

か、ということについても、情報政策課の方でやっているものなので、確認さ

せていただきます。ありがとうございます。 

座長：ありがとうございました。他に御意見、御質問はございますか。 

中島委員：今ちょうど、お話しに出ていたのですけれども、委託先で、株式会社

茨城計算センターが、住民税でも、固定資産税の方でも出てきているのですが、

こちらは、場所はどこにあるのでしょうか。 

資産税課：本社ですか。本社は日立です。 

中島委員：何台位契約されているのでしょうか。 

資産税課：契約に関しては、情報政策課が 

情報政策課：今までどれ位の期間契約しているかということですね。正確な数字
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は今持ち合わせていないのですが、かなり、谷田部に本庁があった時代から、

もっと昔・・・正確な数字は分からないのですが、15 年位は、続いています。 

中島委員：これは、長期間にわたって委託されているようなのですが、一般論で

考えると、ずっと同じところというのは、当然、間違ったことが起こった時に、

隠蔽されてしまう恐れがあるというか、そういったことも我々考えてしまうの

ですが、これは、長期契約になっていることについて、皆さんで何かお話しは

されているのですか。 

情報政策課：一般的な基幹系システムの話になるかと思うのですが、現時点で業

者の見直しをするか、ということですよね。 

中島委員：単純に 15 年間の契約とか、20 年の契約をされているというのは、一

者に対して行っていると。谷田部にあったということですけれども、非常に関

係性としては、ある意味では、よく知っている人だということだと思うのです

が、ただ、一か所に長い間委託していると、なれ合いというかが発生するので

はないかと、少し、そういう見方も出てきてしまうのではないかと思うのです

が、そういうところは、皆さんはどうお考えなのでしょうか。 

情報政策課：委員さんが御指摘のことももちろんあると思うのですが、我々、情

報政策課で、まとめて契約をさせていただいているのですが、システムを違う

ベンダーさんに変える時に実際に業務を担当している税の窓口の方の事務が

劇的に変わってしまうというような、その辺のバランスの問題もあるかと思い

ますので、情報政策課の方で、契約は担当しているのですが、うちの一存だけ

では決められないこともございますので、実際にシステムを使用している所の

意見も聞きながら、進めることになろうかと思うのですが。 

中島委員：長期契約になっていることについてはどうですか。 

情報政策課：長期契約が好ましいか、というと好ましくないと思います。 

中島委員：仮定の話ですが、茨城の谷田部ですと、正につくば市の中なので、住

んでいる方も関係者の場合も例えばあるかもしれないのですよね。つまり、つ
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くば市民に関係のある人が勤めていらっしゃることもあるかもしれないので

すよね。例えば。だったら、埼玉の方にある、同じようなことをやっている方

に頼んだ方が関係者がいないのであれば、非常に公正ではないかと思うと感じ

たこともありました。ただ、15 年茨城計算センターに頼んでいるということ

は、市民目線で考えると、なんで同じ所なんだろうと思う市民の方も結構いら

っしゃるのではないかと思うんです。もう一点が、契約の話が出ていると思う

のですが、委託先の適正な監督義務を履行していたということですが、契約書

は明確にされているものですが、15 年間の中で、１年間に何回か、茨城計算

センターに出向かれて、例えば去年とかこういった契約が履行されているかと

か、面談をしたうえで、打合せなどはされているのでしょうか。 

情報政策課：茨城計算センターについては、監査という形で、契約主体が情報政

策課となっているので、情報政策課の人間が、茨城計算センターの本社が日立

にあるんですけれど、そちらに赴きまして適切に印刷業務ですとか、エントリ

ー業務を適切に行っているかどうか、サーバー室に入る時に、適切なセキュリ

ティ対策が取られているかなどの確認について、毎年確認を行っておりますの

で、この点については、問題がないかなと思っています。 

中島委員：監査の書類というのは、見れるのですか。監査というのは、口頭での

監査ですか、書面の監査ですか。 

情報政策課：口頭監査です。 

中島委員：それは、記録は残っているのですか。 

情報政策課：今のところは記録には残しておりません。 

中島委員：それは、なぜ残さないのでしょうか。何について確認したのかという

ことを残していないと、後で、言いましたよね、と言えないですよね。それは

なぜでしょうか。 

情報政策課：おっしゃるとおりかと思いますので、今後の監査体制については、

記録を残す形で検討していきたいと思います。 
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中島委員：１年に１回だけですか。非常に気になったのは、適正な監督義務を履

行しているかというところで、契約書には明記されているのですが、すごく大

事なのは、私も業務を行っていると、実際にそこに伺って、きちんとできてい

るか、と聞くのが、ものすごく大事なんです。私は税理士をやっているのです

が、お客様の会社に行って直接話すというのはものすごく大事なんです。皆さ

んが、適切な監督事務を履行しているかというところで、契約書に書いてある

じゃないか、ということは当然なんです。それをしっかりと履行していただく、

一人一人自覚を持って行っていただけるかどうかというのは、やっぱり、顔を

見た上で、きちんと確認をした上で、できないんだったらば、だいたい不安だ

ったらば、顔に出ますよね。それは、10 年、20 年という契約の中で、１年行

って口頭で監査してて、記録も残っていなかったら、やっぱり、なあなあな関

係になってしまうんじゃないですかね。それが、長期契約の怖い所だと思いま

すよ。また、これは文字になっているほど、厳密になされていると思えないよ

うな慣行があるんじゃないかと、実態としては。そこをもっと掘り下げた方が

いいと思います。皆さんの意見の中で、この監督義務の所、非常に契約内容の

話になっているのですが、更に突っ込んで、具体的にどれだけのやり取りをし

ていて、記録に残していて、そこで当然至らないところがありますよね。それ

については記録に残して、どうするかというリアクションをしたのか、という

記録を残して皆さんが責任をもって管理をしていくというのがあると思う。す

ごく大事なのは、責任の所在がどこにあるかというのが、向こうがおかしかっ

たのか、こちらが言っているのに、指摘もしないでそのままにしていたのか、

それが記録に残っていないと分からないですよね。当然、皆さんに責任の所在

があるんじゃないかということであれば、皆さんも一生懸命やると思います

し、今、気になったのは、ずっとここの会社に委託していることが、どうなん

だろうと、いうところと、あとこの監督義務のところについて、掘り下げて、

行って監査して、直接記録に残す、お互いに認識する、何が至らないのか、当
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然改善点はありますよね。世の中が変わっているのですから。記録に残して、

我々にも教えていただく、というところです。 

座長：その他に、御意見、確認事項などがありましたらお願いします。 

川島委員：今の御指摘は非常に重要なことなので、関連してなのですが、おそら

く 15 年１期の契約ではなく、５年ごとの更新が一般的ですよね、結果として

長くなってしまっているということだと思いますが。 

昔は、トラブルが起こった時に、対面で担当者と会って議論しないと、どこ

がトラブったのか切り分けができないから、近くのデータセンターがいいね、

ということが一般的に言われていたのですが、今は議論が、テレビ会議でいい

んじゃないんですか、ということがあるので、必ずしも茨城県内でなくてもい

いということは、おっしゃるとおりだと思います。大切なことは、次の契約を

する時に、契約書の中で他の事業者にいつでも移行できる状態を作る。データ

構造、データ管理方法、データ移行の方法を第３者でもわかる形式で文書とし

て常備することを契約上担保することが必要です。こうすることによって第３

者にいつでも移行できる状態を確保しない契約をしてしまうと、第３者への移

行コストが高くなってしまい、ロックインというのですが、市役所が他の業者

に移行することが極めて困難になってしまっている状態が見受けられますの

で、そういうことがないように、今後の契約をする際には、その次には他の事

業者へスムーズに移行可能な状態ができるような契約にすることが非常に重

要なことです。それをすることによって、契約相手の事業者には、いつでも競

争相手にとって代わられるかもしれないという規律が働きます。この点は情報

システム契約において極めて重要な点なので、気に留めておいていただきたい

と思います。 

座長：よろしくお願いいたします。ありがとうございました。追加して何か御意

見などはありますか。 

関委員：概要の９ページ。資産税課において、その住民からの申請があった時に
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使用するとあるのですが、資産税課に申請があるとすれば、証明書を発行する

類のものでしょうか。 

資産税課：申請につきましては、証明書の発行の他に、減免申請であるとか、非

課税の申告書等があります。 

関委員：その、本人確認の資料ですが、免許証やそれ以外の本人確認の資料の偽

造に対する対策は何かされてますか。我々の業務上、本人確認をしていて、偽

造されている免許証云々というのがあるので、例えば、普通の免許証でも中に

ＩＣチップが入っていて、それが活用できるとかがあるみたいなのですが、そ

ういったことの対策が市内でとられているのかということです。 

資産税課： 免許証はそのままを信用しているが、本人確認に関しましては、免

許証、顔写真がついていて、生年月日、住所が記載されているものに関しては

１点、免許証、パスポート、マイナンバーカードなど公的な身分証であれば１

点確認で大丈夫ですが、顔写真がないものを持参した場合には、２点確認をさ

せていただいております。 

座長：それが精いっぱいということですか。 

資産税課：はい。 

座長：その他にございますか。関委員よろしいでしょうか。 

関委員：我々もそのレベルでの本人確認なので、市ですと、個人情報を扱うので

一事業者よりもはるかに多い数を扱うので、本人確認の徹底というのを、民間

事業者より高度なレベルで行っているのかと思ったのですので、今後、そうい

ったものが導入されるのであれば、参考にさせていただければと思いました。 

座長：他にはございますか。 

川島委員：住民税の事務も、固定資産税の事務も宛名管理システムとの連携が必

ず出てきて、宛名管理システム自体の管理が気になっているのですが、どの担

当課が管理しているのですか。 

情報政策課：全体に関しては、各担当課がそのシステムを使える部署が異動権限
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を持っていまして、その都度入力をしているので、入力をした部署、入力をし

た方については、管理権限を持ってもらっているのですが、宛名管理自体の運

用管理を各課に任せているかというと任せていないので、そういった意味で

は、情報政策課になってくると思います。 

川島委員：しっかりとした、管理主体があって管理しているというのが明確にあ

るのならば良いのですが、ちょっとふわっとしていたので、気になりました。

ありがとうございました。 

座長：他にございますか。 

磯山委員：具体的な中身についてですが、目的外入手リスク対策の所で、職員間

で周知を行う、共通認識を図っている、とありますけれど、これは具体的には

どういったことでしょうか。概要の 16 ページです。 

資産税課：一般的なことになってしまうのですが、自分たちが税の職員で特定個

人情報を含め、あらゆる個人情報を見ることができる、扱うことができるので、

気を付けなければならない、ということを周知しています。 

磯山委員：リスクについて周知するということでしょうか？ 

資産税課：申請書に書かれてくる個人情報があって、自分たちが個人情報を取り

扱っている、それは、誰もが見られるものではないので、守秘義務が課せられ

ているように、個人情報についても漏えいしないように周知している。 

磯山委員：研究か何かをやっているということでしょうか。 

資産税課：新たに資産税課に赴任した職員には、年度当初に地方税法の２２条の

守秘義務がありましてその取扱いと同様にお客様の申請や個人情報の取り扱

いを慎重にするように、漏えいしないように、という研修は、新任者に行って

います。 

磯山委員：新任者に対してということでしょうか。 

資産税課：新たに資産税課に新任として入ってきた職員を対象に、毎年年度当初

に行っています。 
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磯山委員：そうなってくると書き方を「課内の新任の職員・・」と変えた方がい

いでしょうかね。新任者に何かやっているというのであれば、そういった書き

方にした方がよろしいかと思います。 

座長：では、表現を変えていただきたいとのことですが、よろしいでしょうか。

では、次に中島委員お願いします。 

中島委員：今磯山先生がおっしゃった所と同じ所なんですけれども、先ほど、担

当者の方がある程度の役職以上の方の研修があって１対１で話すような話を

さっき住民税の所で伺った気がするのですが、明確な、新任対象であるとか、

普通の職員の方と係長さん、課長さんそれぞれに周知を行うやり方というのが

明確に違うという、何かルール付けがあるのでしょうか？ 

情報政策課：情報政策課の家中と申します。番号法の２９条の２という所に、研

修の実施があります。それに基づきまして基本的には、特定個人情報利用事務

として職員全てに対して、おおむね１年程度の範囲で、しっかり研修しなさい

と書いてあります。それに基づいて、総務課と情報政策課で、リスク対策と、

特定個人情報、個人情報について研修をしっかり実施しています。これは職員

研修として実施して、毎年４月から新任を含めて、新任だけでなく、全ての職

員に対して行って４月から５月あたりにかけてやっています。今年度ですと、

４日から５日にかけて 500 名に対して研修を実施しています。 

資産税課：研修が４月と言ってもお客様とは４月１日から接する機会が出てくる

ので、この研修を待たずに、課では先行して事務の部分だけの研修を行ってい

ます。 

中島委員：とすると、この文章はこれでいいということでしょうか。 

総務課：ここの対策についてもうちょっと具体的に文言を調整した方がいいので

はないでしょうか。 

中島委員：はい、ありがとうございました。 

座長：では、今の御説明も踏まえつつ、表現を調整お願いします。 
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川島委員：地方税法の２２条というのは、利用する方々の秘密漏えいに対する罰

則だけではなくて、地方税に関する調査もしくは法律の規定に基づいて、その

情報を使う他の職員の方の漏えいに対する罰則が及ぶので、固定資産税課の直

接の責任だけじゃないかもしれません。それを見る他の部署にもいる可能性が

ありますよね。この人は滞納していませんかとか、他の課の職員から聞かれま

すよね。それは、住民税だけですか。よく聞くのは、転出する時に、滞納のま

ま逃げるのを防ぐために転出届を受け取った時に、滞納の確認をしますよね、

その時に税関連の情報が市民窓口課にいくんですよね。気になったのは、地方

税法２２条の罰則もあるから、税務関係課の職員だけではなくて、税に関する

調査に関する事務を行う職員全員に及んでいることの意識を持っていただき

たいと思います。税に関する情報を見る職員、扱う職員が他の課にいる可能性

があると思います。生の税情報をそのまま見るとは思いませんが、関連情報を

見る人が他の課にもいるので、その人たちに対しても、非常に高い倫理観が求

められている、ということも意識していただきたいと思います。地方税法 22

条の取り扱いは非常に重要なので、資産税課だけではなく、全庁手的に税関連

情報を扱う人の倫理についての研修は、一般職員とは違うレベルの研修が必要

だということを御認識いただければと思います。 

座長：１課に限られるものではない、取り扱い課全てということで、これは情報

政策課の事務の全てということで、情報政策課でいいのでしょうか？ 

情報政策課：総務課が主体になっている研修ですが、私が総務課から情報政策課

に異動しまして、研修担当として総合調整を行っているのですが、地方税法の

22 条と個人情報と特定個人情報は別に扱っていまして、今回の番号法につい

ては、番号法に基づく特定個人情報を扱う評価書なんですね、つくば市には、

つくば市個人情報保護条例というのがありまして、その中の個人情報と、特定

個人情報が分かれます。税については、地方税法の２２条にその守秘義務があ

って、国の方では、特定個人情報より一段上の扱いになると、国の方では考え
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ている。私たちがやっている研修というのは、税は抜いて、特定個人情報とし

ての扱いなので、資産税課がやっているのは、地方税法の 22 条の上乗せでお

そらく考えていると思います。 

座長：その他にございますか。 

ワークライフバランス推進課：先ほど御質問があった件ですが、確認がとれまし

た。ＬＧＷＡＮで使うＡＩ-ＯＣＲに関しましては、ＡＩの表紙データといた

しましては、ＬＧＷＡＮ上のデータは使わない、という話をいただいておりま

して、一般的にパブリッククラウドにあるエンジンの方の学習データを年に何

回か委嘱を受ける形になりますので、我々がデータとしては使用しない、とい

うことでした。口頭での確認となっておりますので、また、改めて確認したい

と思いますのでよろしくお願いいたします。 

座長：答申については、先ほどと同じように、報告書に書いていただいて、21

日までに提出をお願いして、次回に答申をまとめるということで、資産税課に

関しては閉じたいと思います。それでは、両課に対しての審議は終わりました

ので、進行を事務局にお返しいたします。 

 

４ その他 

事務局：それでは、次第の４、その他について、今後の予定等を説明させていた

だきます。 

 第三者点検報告書５-１、５-２、５-３については、評価及び御意見がござい

ましたら、御記入いただき、次の審査会の前日１月21日正午までに提出をお願

いいたします。提出方法としては、メールでお送りした点検報告書に記載いた

だき提出していただくか、お配りしている点検報告書に直接記入いただきＦＡ

Ｘで提出していただいても結構です。提出期間が短く大変申し訳ございません

が、どうぞよろしくお願いいたします。 

 また、今後の審査会の開催日程については、先ほど御説明いたしましたが、資
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料１のとおりとなりますので、よろしくお願いいたします。 

 

５ 閉会  

 本日は長時間にわたり、御意見をいただきありがとうございました。 

 今回の審査会については、資料が煩雑となり分かりづらかった点大変申し訳ご

ざいませんでした。次回の審査会では改善していきたいと思っております。 

 今後も、情報公開・個人情報保護審査会の適正な運用に、御理解と御協力を賜

りますようお願い申し上げます。これで審査会を終了いたします。ありがとう

ございました。 

 

 



 

 

 

 













































































































































つくば市財務部市民税課

個人住民税に関する事務
重点項目評価書 概要



目次

１ どういう業務か

1

７ 不正提供・不正移転対策について

２ 個人情報をどう取り扱うか

３ 目的外入手リスク対策について

４ 過剰紐付け対策について

５ 無権限者使用対策について

８ 情報提供ネットワークによる
不正提供対策について

９ 漏えい・滅失・毀損防止対策について

10 従業員に対する教育・啓発

11 開示請求・問合せについて

６ 委託先の不正対策について



１ どういう業務か

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅰ１②・全項目評価書Ⅰ１②別添１



１ どういう業務か

市税業務全体の概要

3

課税

• 税目により，相手方の提出または市が収集した資料に基づいて市が計算

をして賦課決定をしたり，相手が自ら計算した申告を受け付けるなどし，

納税義務者が納税すべき税額が確定します。

収納

• 納税義務者が自主的に納付してきた税金を受領し，その内容についての

管理をします。

徴収
• 納税義務者が自主的に納付しないものについて，納付を促したり、滞納

処分を行うことで滞納をなくします。



１ どういう業務か

市税業務全体の概要

4

市民税

• 個人住民税

• 軽自動車税

• 入湯税

• たばこ税

• 法人市民税

資産税

• 固定資産税

• 都市計画税

国保税

• 国民健康保険税



１ どういう業務か

業務の全体像

目的：個人住民税*1は，地域に住む住民などが広く共同して負担しあうもの（地域社会の会費）で

あり，一定額以上の収入のある住民に対して課税する。

概要：地方税法及びその他地方税に関する法律，行政手続における特定個人を識別するための番号

の利用等に関する法律，つくば市税条例等に基づき，つくば市が住民や国税庁から提出された申告

情報*2，給与支払者や年金支払者から提出された支払報告書を収集し，個人住民税を計算及び賦課

決定し，納税通知する。賦課決定又は賦課決定後においても，必要に応じ税務調査*3を実施し，公

平・公正な賦課決定又は賦課の更正を行う。また，住民からの要請に応じ，賦課された個人住民税

情報から課税証明書や所得証明書を発行する。(業務の概要図参照）

*1：個人県民税および個人市民税を合わせて，個人住民税と呼び，市が一括して課税しています。

*2：住民税申告書および税務署から情報提供される確定申告書があります。

*3：主に申告もれや所得や控除の計算誤り，過大な扶養控除の確認を行います。賦課決定後に調査し税額更

正するものもあります。
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6

１ どういう業務か（業務の概要図）



２ 個人情報をどう取り扱うか

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅱ２③④３⑤ ・全項目評価書Ⅱ２③④３⑧に記載



２ 個人情報をどう取り扱うか

誰の個人情報を取り扱うのか

１月１日つくば市在住の住民全員

原則１月１日住民登録のある住民の個人情報であるが，住民登録がなく，生活実態がつくば市にある住民も

含まれます。（住民登録外課税）

現年度課税分を含めて前８年分の賦課更正を行う可能性があるため，最長8年分の個人情報を保管する。

（過去に遡及し申告がなされた所得等の更正により，過去分の住民税の賦課更正をする。）

どんな個人情報を取り扱うのか

主な記録項目：個人番号，住民税賦課情報，１月１日世帯情報，年金特別徴収情報，宛名情報，収納情報，

口座振替情報

全ての記録項目：別添1参照
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２ 個人情報をどう取り扱うか

住民税申告書，確定申告書，給与支払報告書等（以下，申告書等）に関すること

申告書等を受け取ったら，住民基本台帳上の情報と結びつけ，すべての資料を人ごとに名寄せをする。市の

住民基本台帳上にいない方については，該当市区町村と調整をする。

名寄せしたもので，給与・年金の額を合算し，控除等の間違いがないかなどを確認する。

医療保険関係情報，障害者福祉関係情報，生活保護・社会福祉関係情報，介護・高齢者福祉関係情報，雇用

・労働関係情報から非課税者，減免対象者，各種の控除を把握する。

これらの情報に基づき，住民等に対する個人住民税の税額を決定し，納税通知書を作成して交付する。

各市町村が賦課決定した後で，扶養されている人の住民税関係情報を参照し，不適切な扶養控除については

是正する。

給与所得者の異動に関すること

個人住民税を給与から天引きしている人が，退職・休職・転職等の事情で，給与から天引きができなくなっ

た場合に，この対象者の雇用主が提出する給与所得者異動届出書に基づき，給与天引きの中止，転勤先での

給与天引き引継ぎ又は本人への納税通知書を送付する。
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２ 個人情報をどう取り扱うか

個人情報ファイルの取扱いの委託

例月処理

何を委託するのか：システムの運用，当初賦課処理，eLTAXの運用管理

どこに委託するのか：株式会社茨城計算センター

再委託するのか：再委託はしない

封入封緘業務

何を委託するのか：５月に通知する特別徴収税額通知書を特別徴収事業所（会社等）別の封筒へ封入し封緘

どこに委託するのか：株式会社デジタル印刷（毎年、入札結果により異なる。）

再委託するのか：再委託はしない

申告関連

何を委託するのか：課税情報のエントリ，当初賦課処理，未申告処理，住民税申告作成

どこに委託するのか：株式会社茨城計算センター

再委託するのか：再委託する

10

→ 重点項目評価書Ⅱ４に記載



３ 目的外入手
リスク対策について

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅲ２ ・全項目評価書Ⅲ２リスク１に記載



３ 目的外入手リスク対策について

どんなリスク？

利用目的範囲外の特定個人情報を入手してしまうと，本来不必要な特定個人情報であるため，不
正利用につながる恐れがある。

確認事項
不必要な特定個人情報を入手するリスク
入手の際に不必要な特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

主な対策
不必要な情報を入手しないような様式を定める
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３ 目的外入手リスク対策について

対策

不必要な特定個人情報を入手するリスク
住民税申告書等で市の様式に個人番号を記載していただく場合には，様式を定め，記載例等
を示し，不必要な情報を入手しないようにしている。
確定申告書，各種支払報告書は，全国的に同種の様式が利用されており，不要な情報の記
載の恐れは少ない。
申告については、自己申告で行うものであり、仮に欄外に不必要な情報を記載されても、本人が
意図的に記載したものであるから、市側の入手リスクに当らない。
他団体からの入手は，あらかじめ定められたシステムに基づいて照会するほか，紙についても，根
拠法や照会の必要性等を示さなければ回答が得られないため，無関係な人の情報を意図的に
照会することはできない。

入手の際に不必要な特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
窓口に設置している端末には覗き見防止フィルターを使用し，覗き見による情報漏えいを防止し
ている。
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４ 過剰紐付け対策について

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅲ３リスク１・全項目評価書Ⅲ３リスク１に記載



４ 過剰紐づけ対策について

どんなリスク？

特定個人情報が過剰に集約・使用されてしまうと，対象者について，業務に必要な範囲を超えて情
報を得ることができ，人のプライバシーを不正に暴いてしまう恐れがある。特定個人情報が，使用目
的を超えて取り扱われないよう，また，業務に必要のない情報と併せて取り扱われないように対策を
講ずる。

確認事項
業務担当者が業務に不必要な特定個人情報にアクセスできるようになっていないか。

主な対策
業務システムにおける権限設定

→ 重点項目評価書Ⅲ３リスク１に記載
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４ 過剰紐づけ対策について

対策

宛名管理システムにおける対策
業務担当者以外が宛名管理システムにアクセスできないように権限の設定をしている。
権限の設定に特定個人情報へのアクセス可否を追加し，業務担当者以外からの特定個人情
報へのアクセスが行えないようにしている。
個人番号はデータベース格納時に暗号化し，画面に表示する際はログインしているユーザが特定
個人情報へのアクセス権限を有していることを確認後，復号化して表示している。
検索，照会，登録等の特定個人情報へのアクセスについては，「いつ」，「誰が」，「何の目的で
」を記録している。

事務ごとのシステムにおける対策
担当業務ごとに必要なシステムを切り分け，それ以外のシステムにはアクセスできないように設定し
ている。
業務担当者以外が宛名管理システムにアクセスできないように権限の設定をしている。
権限の設定に特定個人情報へのアクセス可否を追加し，業務担当者以外からの特定個人情
報へのアクセスが行えないようにしている。
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５ 無権限者使用対策について

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅲ３リスク２・全項目評価書Ⅲ３リスク２に記載



５ 無権限者使用対策について

どんなリスク？

特定個人情報を取り扱うことが必要な者以外（事務担当者以外の者や退職者や異動者などの以
前は取り扱う必要があったが今はない者など）が，特定個人情報にアクセスできてしまうと，不正利
用される恐れがある。そのため，特定個人情報を取り扱うことが必要な者だけがアクセスできるように必
要な対策を講ずる。

確認事項
特定個人情報を取り扱う必要がない者がアクセスできないように制限，制御されているか。

主な対策
適切なユーザ管理及びユーザ認証

→ 重点項目評価書Ⅲ３リスク２に記載
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５ 無権限者使用対策について

対策

ユーザ認証の管理 → 生体認証
個人ごとにユーザＩＤを割り当て，ユーザＩＤに紐づけて職員の生体情報を登録している。その
上で，「端末を起動するとき」及び「業務システムを起動するとき」に生体認証を行っている。また，
端末は一定時間操作を行わないと画面ロックがかかるように設定しており，解除にも生体認証を
行うことでなりすましを防止している。

アクセス権限の発効・失効の管理
業務システムの利用に当たっては，情報主管課長に所属長から申請があった職員にのみアクセス
権限を付与している。臨時職員の場合は，雇用通知書の写しを確認し，雇用期間内で申請の
あった期間に限りアクセスできるように権限を付与している。
権限を有している職員の異動・休職・退職等の情報を随時確認し，発生した場合には権限の変
更又は該当する職員のアクセス権限を即日失効する。
年度切り替え時には，全職員のアクセス権限を失効させた上で，再度，新しい所属の所属長か
ら情報主管課長に申請があった職員にのみアクセス権限を付与している。
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６ 委託先の不正対策について

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅲ４・全項目評価書Ⅲ４に記載



６ 委託先の不正対策について

どんなリスク？

委託先が特定個人情報を扱う場合，委託元で取り扱う場合と比べ，委託元の監督が及びにくく，
知らない間に不正利用される恐れがある。そのため，委託先が特定個人情報を適切に取り扱うことを
確認・担保し，監督義務を適正に履行するために必要な対策を講ずる。

確認事項
委託先の業者が不正に利用しないように適正に監督義務を履行しているか。

主な対策
委託契約書への情報セキュリティ要件の記載

→ 重点項目評価書Ⅲ４に記載
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６ 委託先の不正対策について

対策

委託先における不正対策
特定個人情報の取扱いに係る委託契約を行う場合，委託事業者との間で次の情報セキュリティ
要件を明記した契約を締結する。
▪「法令等の遵守」，「秘密保持義務の遵守」，「目的外使用・第三者への提供の禁止」，「
安全な情報管理の整備，報告」，「つくば市の調査権の明記」，「情報の返還，廃棄，消
去」，「情報の複製の禁止」，「委託作業場所の特定」，「委託先における特定個人情報の
取扱者への監督・教育」，「事故の報告義務」，「再委託の制限」

再委託先における不正対策
以下の２点を契約書に明記している。
▪再委託する場合は，あらかじめ書面による当市の承認を得なければならない。
▪再委託先についても，委託者と同様の義務を負う。

特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制限
アクセス権限を付与する従業員を必要最低限に限定し，アクセス権者の報告を求めている。
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７ 不正提供・不正移転対策
について

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅲ５・全項目評価書Ⅲ５リスク１に記載



７ 不正提供・不正移転対策について

どんなリスク？

特定個人情報が不正提供及び不正移転されると，知らない間に特定個人情報が流通し，第三者
に不正利用される恐れがある。そのため，特定個人情報の提供・移転については，法律で認められた
ものに限定し，それ以外の提供・移転が行われないように必要な対策を講ずる。

確認事項
特定個人情報の提供及び移転に関するルールを定めているか，また，ルール遵守を確認する手
段が整備されているか。

主な対策
特定個人情報の提供及び移転に関するルールの策定

→ 重点項目評価書Ⅲ５に記載
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７ 不正提供・不正移転対策について

対策

特定個人情報の提供・移転に関するルール
特定個人情報の提供・移転を行う場合は，データ利用課の長がデータ主幹課の長に対してその
目的，法的根拠等を明示して申請を行い，データ主幹課の長が必要かつ適当であると認めた場
合に限り許可している。
税務情報については、そもそも地方税法22条による強力な守秘義務の規定があるため、法に明
記されていたり、制度設計上の許容がない限り提供ができない。

その他の措置
外部デバイスの制限
▪端末への外部媒体の接続はシステムで原則禁止しており，やむをえない場合には情報主管
課長の許可を得た媒体のみ接続を許可している。

ネットワークの分離
▪特定個人情報を扱うネットワークはインターネットに接続可能なネットワークと物理的に分離し
ている。
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８ 情報提供ネットワークによる
不正提供対策について

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅲ６・全項目評価書Ⅲ６に記載



８ 情報提供ネットワークによる不正提供対策について

どんなリスク？

情報連携が始まり，情報提供ネットワークシステムを使用して，他の自治体・行政機関・日本年金
機構などと特定個人情報の授受がなされうるため，不正入手及び不正提供対策として必要な対策
を講ずる。

確認事項
中間サーバ・ソフトウェア及び情報提供ネットワークシステムは不正入手，不正提供が行われない
ようなシステムになっているか。

主な対策
中間サーバ・ソフトウェア及び情報提供ネットワークシステムによる不正入手，不正提供防止対策

→ 重点項目評価書Ⅲ６に記載
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８ 情報提供ネットワークによる不正提供対策について

対策

（１）目的外入手防止対策
中間サーバー・ソフトウェアにおける対策
番号法上認められた情報連携以外の照会は，中間サーバーの情報照会機能（※１）では受
け付けない。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の

受領を行う機能。
中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※２）では，ログイン時の職員認証の他に，ログイ
ン・ログアウトを実施した職員，時刻，操作内容の記録が実施されるため，不適切な接続端末
の操作や，不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※２）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能

や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能。
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８ 情報提供ネットワークによる不正提供対策について

対策

（２）不正提供防止対策
つくば市における対策
つくば市と中間サーバー・プラットフォームは直接接続しておらず，データセンターに中間サーバとの
連携機能を持ったサーバーを設置し，そのサーバーを介して接続することでセキュリティを確保して
いる。つくば市とデータセンター間，データセンターと中間サーバー・プラットフォーム間はＶＰＮ（※
１）によって接続している。
（※１）専用でない回線を暗号化等の技術を用いることにより，仮想の専用線として利用する

技術。

システムの権限管理により，アクセス権限を持つ職員のみ処理できるようにしている。また，生体
認証により操作者を特定することで，なりすましを防止している。

29



８ 情報提供ネットワークによる不正提供対策について

対策

（２）不正提供防止対策
中間サーバー・ソフトウェアにおける対策
中間サーバーの情報提供機能（※２）により，情報連携が認められた特定個人情報の提供
要求以外の提供を受け付けない。
（※２）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情

報提供を行う機能。
中間サーバーの情報提供機能により，情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には，
情報提供ネットワークシステムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を
受領し，照会内容に対応した情報を自動で生成して送付することで，特定個人情報が不正に
提供されるリスクに対応する。
特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設
定し，特定個人情報の提供を行う際に，送信内容を改めて確認し，提供を行うことで，センシ
ティブな特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応する。
中間サーバーの職員認証・権限管理機能では，ログイン時の職員認証の他に，ログイン・ログア
ウトを実施した職員，時刻，操作内容の記録を実施し，不適切な接続端末の操作や，不適
切なオンライン連携を抑止する仕組みとする。
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９ 漏えい・滅失・毀損防止
対策について

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅲ７・全項目評価書Ⅲ７に記載



９ 漏えい・滅失・毀損防止対策について

どんなリスク？

特定個人情報が漏えいしてしまうと，無関係の者に知られたり，使用されたり，なりすまされたり等の
リスクがある。また特定個人情報が滅失・毀損してしまうと，正しい処理がなされずに，個人に深刻な
損害を与える恐れがある。

確認事項
情報の漏えい・滅失・毀損を防止するような対策が行われているか。

主な対策
サーバ室の入退室管理
バックアップ処理の実施

→ 重点項目評価書Ⅲ７に記載
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９ 漏えい・滅失・毀損防止対策について

対策

各特定個人情報ファイル共通
情報機器の管理
サーバ室への入室は，生体認証及びICカード認証を行っており，入退室管理表に記録することで
入退室者管理を行い，容易に情報の持ち出しができないようにしている。
既存住基システムの端末は本体にデータを保存できないようにしており，端末の故障や盗難があっ
た場合にも，データが消失，漏えいしないようにしている。
定期的にデータのバックアップを行っている。
機器の廃棄時にはデータ消去ソフトの使用又は物理破壊を行い，確実な廃棄を行っている。

帳票類の管理
提出された住民異動届出書は施錠保管し，廃棄する際には裁断・焼却等を行っている。
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10 従業員に対する教育・啓発

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅲ９・全項目評価書Ⅲ９に記載



10 従業員に対する教育・啓発

方法

つくば市における措置
つくば市情報セキュリティポリシーにおいて研修の実施を定めており，職員及び臨時職員等を対象と
した情報セキュリティ研修を実施し，情報セキュリティ意識の啓発及び情報セキュリティ対策の必要
性について周知を行っている。
毎年年度当初に，新規採用職員，所属長及び部署ごとの情報担当者に対し研修を実施し，
情報セキュリティに係る危険性及び影響等について説明を行っている。

中間サーバ・プラットフォームにおける措置
中間サーバ・プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し，セキュリティ研修等を実施す
ることとしている。
中間サーバ・プラットフォームの業務に就く場合は，運用規則等について研修を行うこととしている。
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→ 重点項目評価書Ⅲ９に記載



11 開示請求・問合せについて

評価書記載部分

重点項目評価書Ⅳ・全項目評価書Ⅴに記載



11 開示請求・問合せについて

特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求
請求先
つくば市 財務部市民税課
茨城県つくば市研究学園一丁目１番地１
029-883-1111

請求方法
指定様式を定め，書面の提出により開示・訂正・利用停止請求を受け付ける。

特定個人情報ファイルの取り扱いに関する問合せ
連絡先
つくば市 財務部市民税課
つくば市 総務部総務課
茨城県つくば市研究学園一丁目１番地１
029-883-1111

対応方法
問合せがあった場合，問合せの内容及び対応の経過について記録を残す。

→重点項目評価書Ⅳ・全項目評価書Ⅴに記載
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